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＜問題１＞ 

  東京にあるプラントメーカーＡは、タイにあるメーカーＢから輸出令別表 

第１の３の項（２）に関連するバルブＸを輸入し、海外で販売する予定であ 

る。購入前にバルブＸの該非判定を確認するには、どの国際輸出管理レジー 

ムの英文を参考にスペックを確認したら良いか正しいものを１つ選びなさい。 

 

 １．輸出令別表第１の３の項（２）は、ＭＴＣＲの規制なので、ＭＴＣＲの 

サイトにあるバルブ関連の規制の英文を参考にメーカーＢに確認させる。  

 ２．輸出令別表第１の３の項（２）は、原子力供給国グループ（ＮＳＧ）の 

規制なので、ＮＳＧのサイトにあるバルブ関連の規制の英文を参考にメー 

カーＢに確認させる。 

 ３．輸出令別表第１の３の項（２）は、オーストラリア・グループ（ＡＧ） 

の規制なので、ＡＧのサイトにあるバルブ関連の規制の英文を参考にメー 

カーＢに確認させる。 

 

【正解】３  正解率は約９２％ 

  海外から購入した製品の該非判定については、海外のメーカーから情報が 

  入手できずトラブルになるケースが多くなっている。購入前に製品の該非 

  判定に必要な情報を入手するか、契約書などで製品の情報が入手できるよ 

  うに手当をしておく必要がある。本問の輸出令別表第１の３の項及び３の 

  ２の項は、オーストラリア・グループによる規制である。 

（出典：オーストラリア・グループのサイトより） 
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＜問題２＞ 

 次のＡからＣまでのうち、該非判定を確認するには、どの国際輸出管理レジ

ームの英文を参考にスペックを確認したら良いか、下線部分が正しい説明はい

くつあるか答えなさい。 

 

 Ａ 東京の貿易会社Ａは、タイのメーカーＢより、外為令別表の８の項に関

連する技術Ｘを購入し、海外で販売する予定である。この場合、外為令別

表の８の項は、ワッセナー・アレンジメントの規制なので、ワッセナー・

アレンジメントのサイトにある Category4 Computers の英文を参考にメ

ーカーＢにスペックを確認する。 

 Ｂ 名古屋の貿易会社Ａは、中国のメーカーＢより、外為令別表の９の項に

関連する暗号技術Ｘを購入し、海外で販売する予定である。この場合、外

為令別表の９の項は、ワッセナー・アレンジメントの規制なので、ワッセ

ナー・アレンジメントのサイトにある Category3 Electronics の英文を参考

にメーカーＢにスペックを確認する。 

Ｃ 大阪の貿易会社Ａは、香港のメーカーＢより、外為令別表の６の項に関連

する技術Ｘを購入し、海外で販売する予定である。この場合、外為令別表の

６の項は、ＮＳＧの規制なので、ＮＳＧのサイトにある英文を参考にメーカ

ーＢにスペックを確認する。 

 

 １．１個 

 ２．２個 

 ３．３個 

 

【正解】１（Ａのみ正しい）  正解率は約７８％ 

Ａは正しい。外為令別表（輸出令別表第１）の８の項は、ワッセナー・アレン 

      ジメントの規制で、Category4 Computers の英文を参考にする。 

Ｂは誤り。 外為令別表（輸出令別表第１）の９の項は、ワッセナー・アレン 

      ジメントの規制で、Category5 の英文を参考にする。暗号に関係 

      しない通信の場合は、Category5 -Part1-Telecommunications を 

      参考にする。 

      暗号に関係する場合は、Category5 -Part2"Information Security"   
      の英文を参考にする。 
Ｃは誤り。 外為令別表の６の項は、ワッセナー・アレンジメントの Category2 
      Materials Processing の英文を参考にする。 

    

 なお、国際輸出管理レジームの英文と日本の法令は、改正にタイムラグがあ 

るので、国際輸出管理レジームの英文が、日本の法令と合致しているか内容を 

確認してから、海外メーカーに問い合わせる必要がある。 
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（出典：ワッセナー・アレンジメントのサイトより） 

 

１の項
NSGパート１ 原子力専用品
NSGパート２ 原子力用途以外にも使用できる汎用品

３の項
３の２の項

４の項 MTCR（ミサイル関連貨物技術輸出規制）
５の項 Category 1 SPECIAL MATERIALS AND RELATED EQUIPMENT 先端材料
６の項 Category 2 MATERIALS PROCESSING 材料加工
７の項 Category 3 ELECTRONICS エレクトロニクス
８の項 Category 4 COMPUTERS コンピュータ
９の項 Category 5 PART 1 – TELECOMMUNICATIONS 通信機器

PART 2 – "INFORMATION SECURITY" 暗号
１０の項 Category 6 SENSORS AND "LASERS" センサー・レーザー
１１の項 Category 7 NAVIGATION AND AVIONICS 航法装置
１２の項 Category 8 MARINE 海洋関連装置
１３の項 Category 9 AEROSPACE AND PROPULSION 推進装置
１４の項 Munitions List 軍需品（１の項に該当するものを除く。）
１５の項 Very Sensitive List 機微品目
１６の項 キャッチオール規制

通常兵器関連

ミサイル・ロケット及び製造装置

ＷＡ（ワッセナー・アレンジメント）

規制品目

２の項 ＮＳＧ（原子力供給国会合）

化学兵器の原料となる物質及び製造装置

国際輸出管理レジーム
ＷＡ（ワッセナー・アレンジメント）等

ＡＧ（オーストラリア・グループ）
生物兵器の原料となる微生物、毒素及び製造装置

大量破壊兵器関連
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＜問題３＞ 

  次のＡからＣまでのうち、誤っている組合せを１つ選びなさい。 

 

 Ａ 経済産業省の「最近の違反原因分析（２０１２～２０１３）」によれば、 

  違反原因の１位は、キャッチオール規制に関係する企業や大学等が多いこ

とから、「用途・需要者確認誤り」となっている。 

 Ｂ 経済産業省の「最近の違反原因分析（２０１２～２０１３）」によれば、 

  日本企業の出荷管理は、厳格なので、違反原因に「出荷確認等の誤り」は、

挙げられていない。 

Ｃ 経済産業省の「最近の違反原因分析（２０１２～２０１３）」によれば、 

故意や過失で、無許可輸出（提供）を行う者がいるので、違反原因に「故意・

重過失」は、挙げられている。 

 

 １．Ａ・Ｂ  ２．Ｂ・Ｃ  ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】１  正解率は約８９％ 

  経済産業省の「最近の違反原因分析（２０１２～２０１３）」によれば、

約７割強が、「該非判定」に関する違反である。 

 

   
（出典：経済産業省のホームページより） 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/gaitameho_document/ihanngenninnbunnsekii.pdf 
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＜問題４＞ 

  次のＡからＣまでのうち、誤っている組合せを１つ選びなさい。 

 

 Ａ 外為法第４８条第１項の「輸出をしようとする者」には、非居住者は含

まれない。 

 Ｂ 外為法第４８条第１項の輸出許可については、運用通達で規定している

輸出許可基準により行われる。 

Ｃ 税関は、輸出令第５条により、貨物や技術を輸出（提供）しようとする者

が外為法第４８条第１項及び第２５条第１項の規定による許可又は当該許

可を受けることを要しないことを証明しなければならない。  

 

 １．Ａ・Ｂ  ２．Ｂ・Ｃ  ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】３  正解率は約８５％ 

Ａは誤り。 外為法第４８条第１項の「輸出をしようとする者」には、居住者 

      だけでなく、非居住者も含まれる。 

Ｂは正しい。運用通達１－１（７）（ニ）に輸出許可基準が定められている。 

      １ 貨物が実際に需要者に到達するのが確からしいか否か  
      ２ 申請内容にある需要者が貨物を使用するのが確からしいか否 
       か 
      ３ 貨物が国際的な平和及び安全の維持を妨げるおそれのある用 

       途に使用されないことが確からしいか否か 
      ４ 貨物が需要者によって適正に管理されるのが確からしいか否 
       か 
      役務取引許可については、役務通達２（５）（ａ）で、役務取引許 
      可基準が定められている。 

Ｃは誤り。 輸出令第５条第１項では、「税関は、経済産業大臣の指示に従い、 

      貨物を輸出しようとする者が法第４８条第１項の規定による許可 

      若しくは第２条第１項の規定による承認を受けていること又は当 

      該許可若しくは承認を受けることを要しないことを確認しなけれ 

      ばならない。」と規定されている。税関は、外為令第１８条の２の 

      特定記録媒体等輸出等許可の確認の場合を除き、技術に関する許 

      可の要否の確認は行わない。 
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＜問題５＞ 

  ＡからＣまでのうち、誤っている説明は、いくつあるか答えなさい。 

 

 Ａ 外為法第２５条第１項の「取引」とは、有償無償にかかわらず、取引当

事者双方の合意に基づくものをいうので、国内の研究者が、外国の非居住

者に無償で技術指導する場合は、この「取引」にあたる。 

 Ｂ 外為法第２５条第１項の「提供」とは、他者が利用できる状態に置くこ

とをいう。 

Ｃ 外為法第２５条第１項の「技術」とは、貨物の設計、製造又は使用に必要

な特定の情報をいうので、スズメバチの生態を撮影したビデオは、この「技

術」にあたらない。  

 

 １．０個 

 ２．１個 

 ３．２個 

 
【正解】１  正解率は約６４％ 

Ａは正しい。役務通達１（３）サで、「取引とは、有償無償にかかわらず、取引 

      当事者双方の合意に基づくもの」と規定されている。国内の研究 

      者が、外国の非居住者に無償で技術指導する場合は、通常、贈与 

      契約などの合意があるので、「取引」にあたる。 

Ｂは正しい。役務通達１（３）タで、「提供とは、他者が利用できる状態に置く 

      ことをいう。」と規定されている。 

Ｃは正しい。役務通達１（３）アで、「技術とは、貨物の設計、製造又は使用に 

     必要な特定の情報をいう。」と規定している。スズメバチの生態を 

     撮影したビデオは、「設計、製造又は使用に必要な情報」にあたら 

     ず、役務通達でいう「技術」にあたらない。  

  

 

 

 

  



STC Advanced（第 1 回）問題解説 
 

 Copyright © CISTEC. All rights reserved. 

＜問題６＞ 

  役務通達別紙１－２にある「いわゆるクラウドコンピューティングサービ 

スの解釈」について、ＡからＣまでのうち、正しい説明はいくつあるか答えな 

さい。 

 

 Ａ 情報を保管し利用するためのサーバーを提供するサービス（ストレージ

サービス）においては、当該サービス利用者が意図するとしないとにかか

わらず、中国など国外に設置されたサーバーに情報が保管される可能性が

あることから、リスト規制該当技術を保管する場合は、役務取引許可を取

得する必要がある。 

 Ｂ ストレージサービスを利用するための契約は、サービス利用者が自らが

使用するためにサービス提供者のサーバーに情報を保管することのみを目

的とする契約である限りにおいて、サービス利用者からサービス提供者等

に情報を提供することを目的とする取引にあたらない。 

Ｃ サーバー上に存在するプログラム（アプリケーションソフトウェア等）を、

インターネットを介して、他者がダウンロードすることなく利用できる状態

にするサービス（ＳａａＳ等）を提供することは、プログラムをサービス利

用者にとって利用できる状態に置くことを目的とする取引であり、提供を目

的とする取引にあたるため、当該プログラムがリスト規制該当技術であれば、

外為法第２５条第１項に定める役務取引許可が必要である。 

 

 １．０個 

 ２．１個 

 ３．２個 

 
【正解】３  正解率は約７９％ 

Ａは誤り。 役務通達別紙１－２（１）では、「（略）ストレージサービスを利    
      用するための契約は、サービス利用者が自らが使用するためにサ 
      ービス提供者のサーバーに情報を保管することのみを目的とする 
      契約である限りにおいて、サービス利用者からサービス提供者等 
      に情報を提供することを目的とする取引にあたらないため、外国 

      に設置されたサーバーに特定技術が保管される場合であっても、 

      原則として外為法第２５条第１項に規定する役務取引に該当せず、 

      同条に基づく許可を要しない。」と規定している。 

Ｂは正しい。Ａの解説参照。 

Ｃは正しい。役務通達別紙１－２（２）では、「サーバー上に存在するプログラ 
      ム（アプリケーションソフトウェア等）を、インターネットを介 
      して、他者がダウンロードすることなく利用できる状態にするサ 
      ービス（ＳａａＳ等）を提供することは、プログラムをサービス 
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      利用者にとって利用できる状態に置くことを目的とする取引であ 
      り、提供を目的とする取引にあたるため、 当該プログラムが特定 
      技術であれば、外為法第２５条第１項に定める役務取引に該当す 
      る。」と規定されている。  
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＜問題７＞ 

  外為令別表の５の項に関するＡからＣまでの説明のうち、誤っている説明 

の組合せを１つ選びなさい。 

 

外為令別表の５の項 

 技  術 

５ （１）輸出貿易管理令別表第１の５の項の中欄に掲げる貨物の設計又は

製造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（２）輸出貿易管理令別表第１の５の項の中欄に掲げる貨物の使用に係

る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（３）セラミック又はその材料となる物質の設計又は製造に係る技術で

あつて、経済産業省令で定めるもの（（１）及び１５の項の中欄に

掲げるものを除く。） 

（４）ポリベンゾチアゾール又はポリベンゾオキサゾールの設計又は製

造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（５）ビニルエーテルのモノマーを含むゴム状のふっ素化合物の設計又

は製造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（６）芳香族ポリアミド繊維の製造に係る技術であつて、経済産業省令

で定めるもの（（１）に掲げるものを除く。） 

（７）複合材料の設計に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの

（４の項の中欄に掲げるものを除く。） 

（８）電波の吸収材又は導電性高分子の使用に係る技術であつて、経済

産業省令で定めるもの（４の項の中欄に掲げるものを除く。）  

 

 Ａ 外為令別表の５の項では、輸出令別表第１の５の項に該当する貨物の設

計、製造又は使用に係る技術を規制しており、輸出令別表第１の５の項に

該当しない貨物の設計、製造又は使用に係る技術は、規制していない。 

 Ｂ 複合材料の設計に係る技術は、まず外為令別表の５の項（７）で該非判

定を行い、該当しない場合、外為令別表の４の項で該非判定を行う。 

Ｃ 外為令別表の５の項中の「経済産業省令」とは、すべて貨物等省令のこと

である。 

 

１．Ａ・Ｂ  ２．Ｂ・Ｃ  ３．Ｃ・Ａ 
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【正解】１  正解率は約６５％ 

 

外為令別表の５の項 

 技  術 

５ （１）輸出貿易管理令別表第１の５の項の中欄に掲げる貨物の設計又は

製造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（２）輸出貿易管理令別表第１の５の項の中欄に掲げる貨物の使用に係

る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（３）セラミック又はその材料となる物質の設計又は製造に係る技術で

あつて、経済産業省令で定めるもの（（１）及び１５の項の中欄に

掲げるものを除く。） 

（４）ポリベンゾチアゾール又はポリベンゾオキサゾールの設計又は製

造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（５）ビニルエーテルのモノマーを含むゴム状のふっ素化合物の設計又

は製造に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの 

（６）芳香族ポリアミド繊維の製造に係る技術であつて、経済産業省令

で定めるもの（（１）に掲げるものを除く。） 

（７）複合材料の設計に係る技術であつて、経済産業省令で定めるもの

（４の項の中欄に掲げるものを除く。） 

（８）電波の吸収材又は導電性高分子の使用に係る技術であつて、経済

産業省令で定めるもの（４の項の中欄に掲げるものを除く。）  

 

Ａは誤り。 外為令別表の５の項（１）及び（２）で、輸出令別表第１の５の 

      項に該当する貨物の設計、製造又は使用に係る技術を規制してい 

      るので、外為令別表の５の項（３）以降は、輸出令別表第１の５ 

      の項に該当貨物以外の設計、製造又は使用に係る技術を規制して 

      いることがわかる。外為令別表の５の項（３）では、括弧書きで、 

      明確に外為令別表の５の項（１）に該当する場合を除いているの 

      で、輸出令別表第１の５の項に該当しない「セラミック又はその 

      材料となる物質の設計又は製造に係る技術」を規制していること 

      がわかる。 

Ｂは誤り。 外為令別表の５の項（７）では、括弧書きで、「４の項の中欄に掲 

      げるものを除く。」と規定しているので、「複合材料の設計に係る 

      技術」は、まず外為令別表の４の項で該非判定を行い、該当しな 

      い場合、外為令別表の５の項（７）で該非判定を行うことになる。 

Ｃは正しい。外為令別表の５の項中の「経済産業省とは、「輸出貿易管理令別表 

      第１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省 

      令」（貨物等省令）のことである。 
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＜問題８＞ 

  大阪のメーカーＡは、自動車部品の洗浄装置Ｘ（リスト規制非該当で、初

期製造時の市場価格１００万円）の中に、輸出令別表第１の３の項（２）に

該当するバルブα（洗浄装置Ｘの初期製造時に、バルブの専門店で１５万円

で購入）を洗浄装置Ｘに正当に組み込んで、来月、輸出する予定である。こ

の場合、バルブαの輸出許可の要不要について適切なものを１つ選びなさい。 

 
１．運用通達の１０％ルールは適用できないので、輸出許可が必要である。 
２．運用通達の１０％ルールが適用できるので、輸出許可は不要である。 
３．運用通達の１０％ルールは適用できないが、少額特例が適用できるので、

輸出許可は不要である。 

 
【正解】１  正解率は約８１％ 

  自動車部品の洗浄装置Ｘ（リスト規制非該当で、初期製造時の市場価格１ 
 ００万円）の中に、輸出令別表第１の３の項（２）に該当するバルブα（洗 
 浄装置Ｘの初期製造時に、バルブの専門店で１５万円で購入）が正当に組み 

 込まれている。輸出令別表第１の３の項（２）に該当するバルブαは、運用 
 通達１－１（７）（イ）が適用できる貨物であるが、洗浄装置Ｘの初期製造時 

 の市場価格に対する、バルブαの購入価格の比率は１５％であり、運用通達 

 の１０％ルールを適用することができない。よって、バルブαについては、 
 輸出許可が必要である。下記の表にも示すように１０％ルールを適用できな 
 い貨物もあるので注意する。 

 
 （出典：経済産業省のサイトより） 

 

http://www.meti.go.jp/policy/anpo/qanda02_qa11_kagakuhin_gaiyousiryo_.pdf 
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＜問題９＞ 

  横浜のメーカーＡは、１ヶ月前にシンガポールのメーカーＢから輸入した 

測定装置Ｘ（輸出令別表第１の２の項該当）が故障したので、近日、修理の 

ため、シンガポールに送り返す予定である。この場合、メーカーＡの輸出許 
可の要不要について適切なものを１つ選びなさい。 

 

１．無償告示第一号１の規定が適用できるので、輸出許可は不要である。 

２．無償告示第一号１の規定が適用できないので、輸出許可が必要である。 

３．無償告示第一号１の規定は適用できないが、一般包括輸出・役務（使用に

係るプログラム）取引許可を取得していれば、当該包括許可を適用して、輸

出することができる。 

 
【正解】２  正解率は約６８％ 

  無償告示第一号１では、「本邦から輸出された貨物であって、本邦において  
 修理された後再輸出されるもの」を対象としている。本問の測定装置Ｘは、 
 本邦から輸出された貨物ではないので、無償告示第一号１の規定は適用でき 
 ない。 
  なお、一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可が適用でき 

 る仕向地・提供地は、輸出令別表第３の地域（いわゆるホワイト国）に限定 

 されるので、ホワイト国ではないシンガポールへの輸出には適用できない。 
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＜問題１０＞ 

  以下のＡからＣのうち、誤っている組合せの番号を１つ選びなさい。 

 

Ａ 大阪にある素材メーカーＡは、ドイツにある電機メーカーＢから輸出令別

表第１の５の項（３）に該当する貨物（告示貨物でない。）の注文を受けた。

総価額が、２７０万円だったので、発送を３回に分ければ、それぞれ少額特

例を適用して輸出できる。 

Ｂ 名古屋にある素材メーカーＡは、アメリカにある武器メーカーＢから、輸

出令別表第１の５の項（１６）に該当する貨物（告示貨物でない。）の注文（総

価額は９０万円）を受けた。用途を確認したところ、機関銃の製造に使用す

ると連絡を受けた。この場合でも、素材メーカーＡは、少額特例を適用して、

輸出することができる。 

Ｃ 福岡にある工作機械メーカーＡは、タイにある日系の電機メーカーＢに、

輸出令別表第１の６の項に該当する工作機械１台（総価額は５００万円）を

無償で１年間貸し出す予定である。工作機械メーカーＡは、無償で貸し出す

ので、少額特例を適用して、輸出することができる。 

  

１．Ａ・Ｂ   ２．Ｂ・Ｃ   ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】３  正解率は約９３％ 

Ａは誤り。 少額特例は、一契約毎の総価額で判断する。この場合、総価額は、 

      ２７０万円なので、少額特例は適用することができない。 

Ｂは正しい。この場合、仕向地は、ホワイト国であるアメリカなので、たとえ、 

      通常兵器の製造用途であっても、少額特例の適用に際して、問題 

      ない。 

Ｃは誤り。 価額の全部につき支払手段による決済を要しない貨物の場合は、 

      税関の鑑定価格となるが、総価額は５００万ということなので、 

      少額特例は適用できない。 
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＜問題１１＞ 

以下のＡからＣのうち、貿易外省令第９条第２項第九号について、誤ってい

る説明の組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 大阪にあるＡ大学院は、外為令別表の２の項に該当するプログラムＸのソ 

 ースコードを誰もがアクセスできるＡ大学院のホームページで公開している 

 が、当該プログラムＸ自体は一切公開していない。したがって、後日、Ａ大 

 学院が、非居住者や外国の大学に当該プログラムＸを提供する場合は、役務 

 取引許可が必要である。 

Ｂ 東京にある測定機器メーカーＡでは、同社の国内の取引先（約２，０００ 

社）であれば、工場見学の際にリスト規制に該当する技術を含む資料Ｘを配 

布している。よって、資料Ｘは公知の技術といえるので、非居住者に提供す 

る場合も、役務取引許可は不要である。 

Ｃ 京都にあるＡ大学のＸ教授は、３年前に出版され、現在は絶版になってい

るロボット工学の専門書Ｙ（リスト規制に該当する技術が含まれている）を

イランにある大学Ｂに寄贈する場合、役務取引許可は不要である。 

 

１．Ａ・Ｂ   ２．Ｂ・Ｃ   ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】１  正解率は約８６％ 

Ａは誤り。 Ａ大学院は、外為令別表の２の項に該当するプログラムＸのソー 

      スコードを不特定多数がアクセスできるＡ大学院のホームページ 

      で公開している。したがって、それをコンパイルしたプログラム 

      Ｘは、不特定多数に公開されていなくても、ソースコードが公開 

      されているので、貿易外省令第９条第２項第九号ニにより非居住 

      者や外国に提供する場合は、役務取引許可は不要である。 

Ｂは誤り。 測定機器メーカーＡは、国内の取引先（約２，０００社）という 

      特定多数の者にだけ、工場見学の際にリスト規制に該当する技術 

      を含む資料Ｘを配布している。したがって、資料Ｘは公知の技術 

      とはいえず、非居住者に提供する場合は、役務取引許可は必要で 

      ある。 

Ｃは正しい。３年前に出版され、現在は絶版になっているロボット工学の専門 

      書Ｙ（リスト規制に該当する技術が含まれている）は、公知の技 

      術であるので、イランにある大学Ｂに寄贈する場合、役務取引許 

      可は不要である。 
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＜問題１２＞ 

東京にある総合商社Ａは、輸出令別表第１の９の項（７）に該当する暗号装 

置Ｘ（総価額９０万円）をアメリカにあるメーカーＢに輸出する契約を１月

５日に結んだ。暗号装置Ｘは、少額特例を適用して、２月２日に輸出する予

定である。事前に操作マニュアルＹ（外為令別表の９の項に該当）をメーカ

ーＢに送る場合の対応について、適切なものを１つ選びなさい。なお、外為

令別表の９の項に該当する技術は、使用技術告示第一号で規制されていない。 

   

１．この場合、総合商社Ａは、暗号装置Ｘについて、少額特例が適用できるの 

 で、操作マニュアルＹを契約前でも役務取引許可を取得することなく、メー 

 カーＢに提供することができる。 

２．この場合、総合商社Ａは、契約を締結した１月５日以降であれば、操作マ 

ニュアルＹについて、役務取引許可を取得することなく、メーカーＢに提供す 

ることができる。 

３．この場合、総合商社Ａは、暗号装置Ｘを輸出申告した日以降であれば、操 

作マニュアルＹについて、役務取引許可を取得することなく、メーカーＢに 

提供することができる。 

 

【正解】２  正解率は約８０％ 

輸出令別表第１の９の項（７）に該当する暗号装置Ｘの操作マニュアルＹ（外 

為令別表の９の項に該当）を事前に送る場合、貿易外省令第９条第２項第十 

二号が問題となる。 

 

 十二 貨物の輸出に付随して提供される使用に係る技術（プログラム及び経済産

業大臣が告示で定めるものを除く。）であって、当該貨物の据付、操作、保

守又は修理のための必要最小限のものを当該貨物の買主、荷受人又は需要者

に対して提供する取引（輸出の許可を受けた日又は貨物の輸出契約の発効し

た日のいずれか遅い日以降に提供されるものに限る。）。ただし、当該技術の

うち、保守又は修理に係る技術の提供については、次のいずれかに該当する

ものを除く。 

   イ 当該貨物の性能、特性が当初提供したものよりも向上するもの 

   ロ 修理技術であって、その内容が当該貨物の設計、製造技術と同等  

    のもの 

   ハ 令別表中欄に掲げる技術であって、貨物の設計、製造に必要な技 

    術が含まれるもの 

  本問の場合、暗号装置Ｘは、少額特例が適用できるので、輸出許可は不要 

  となり、「輸出契約の発効した日」以降であれば、操作マニュアルＹをメー 

  カーＢに提供することができる。 
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＜問題１３＞ 

以下のＡからＣのうち、誤っている説明は、いくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 東京にあるメーカーＡは、フィリピンにあるメーカーＢより輸出令別表第 

１の１６の項に該当するマイコン１００個の注文を受けた。その際、メーカー 

Ｂからは、当該マイコンを使用して、フィリピン陸軍用の無線機に使用すると 

連絡があった。この場合、通常兵器キャッチオール規制の用途要件に該当する 

ので、メーカーＡは、輸出許可申請が必要である。 

Ｂ 東京にあるメーカーＡは、フランスにあるメーカーＢより輸出令別表第１ 

の１６の項に該当するマイコン１００個の注文を受けた。その際、メーカーＢ 

からは、当該マイコンを使用して、大陸間弾道ミサイルの部品に使用する連絡 

があった。この場合、大量破壊兵器キャッチオール規制の用途要件に該当する 

ので、メーカーＡは、輸出許可申請が必要である。 

Ｃ 東京にあるメーカーＡは、中国にある企業Ｂに輸出令別表第１の１６の項 

に該当する貨物を輸出した後に、企業Ｂから、実は民生用途ではなく戦車の製 

造に使用したと連絡を受けた。この場合、メーカーＡは、無許可輸出の外為法 

違反に問われる。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

【正解】３  正解率は約４５％ 

Ａは誤り。 フィリピンは、通常兵器キャッチオール規制について、インフォ 

      ーム要件に該当した場合のみ輸出許可申請が必要である。 

Ｂは誤り。 フランスは、ホワイト国であるので、キャッチオール規制の規制 

      対象外である。たとえ、大量破壊兵器の製造用途であっても、輸 

      出許可申請は不要である。 

Ｃは誤り。 中国は、通常兵器キャッチオール規制について、インフォーム要 

      件に該当した場合のみ輸出許可申請が必要である。輸出後に戦車 

      の製造用途と知らされても、法的には問題ない。 
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＜問題１４＞ 

以下のＡからＣのうち、誤っている組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 輸出者が、外国ユーザーリストを入手した場合は、内容を確認していなく 

ても、核兵器等開発等省令中の「輸出者が入手した文書等」に該当する。 

Ｂ 東京にある貿易会社Ａの担当者Ｘは、リスト規制に該当しないセンサー１ 

 ０，０００個を中国にあるメーカーＢに輸出しようとしたところ、ライバル 

 企業である貿易会社Ｃの担当者Ｙから、メーカーＢは、中国の大陸間弾道ミ 

 サイルの部品を製造しているらしいと言われた。この場合、貿易会社Ａは、 

 大量破壊兵器キャッチオール規制に基づく輸出許可申請が必要である。 

Ｃ 大阪にある貿易会社Ａは、来月、リスト規制に該当しない光センサー１， 

０００個をパキスタンにあるメーカーＢに輸出する予定である。貿易会社Ａの 

営業担当者がパキスタンにあるメーカーＢの本社を表敬訪問したところ、軍か 

ら表彰された楯や勲章を多数見つけた。この場合、メーカーＢは、通常兵器キ 

ャッチオール規制の需要者要件に該当するので、貿易会社Ａは、輸出許可申請 

が必要である。 

 

１．Ａ・Ｂ  ２．Ｂ・Ｃ  ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】２  正解率は約７４％ 

Ａは正しい。キャッチオール規制通達６（Ａ）（２）で「文書等告示第二号は、  

      「核兵器等の開発等の動向に関し、経済産業省が作成した文書等」 

      に関する規定である。当該文書等を入手した場合には、輸出時に 

      当該文書等を確認したか否かを問わず、当該文書等は「輸出者が 

      入手した文書等」に該当することとなる。」と規定されている。 

Ｂは誤り。 キャッチオール規制通達６（Ａ）（５）で、「なお、いわゆるライ 

      バル企業等の第三者から連絡を受けた場合については、当該者が 

      輸入者若しくは需要者又はこれらの代理人に該当しない場合は、 

      ここでいう「連絡を受けた」場合に該当しない。」と規定されてい 

      る。また、「製造しているらしい」という噂話程度では、この場合、 

      「連絡を受けた」とはいえない。 

Ｃは誤り。 貿易会社Ａの営業担当者がパキスタンにあるメーカーＢの本社を 

      表敬訪問したところ、軍から表彰された楯や勲章を多数見つけた 

      としても、通常兵器キャッチオール規制には、需要者要件はない 

      ので、貿易会社Ａは、法的には輸出許可申請は不要である。 
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＜問題１５＞ 

以下のＡからＣのうち、正しい説明はいくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 名古屋にある貿易会社Ａは、アメリカにあるメーカーＢから戦闘機専用の

部分品α（輸出令別表第１の１の項該当）を購入し、イスラエルのメーカー

Ｃに売却する予定である。当該部分品αは、メーカーＢからメーカーＣに直

接輸出される。この場合、貿易会社Ａは、戦闘機用の部分品αの仲介貿易を

行う際、仲介貿易取引許可が必要である。 

Ｂ 東京にある貿易会社Ａは、輸出令別表第１の１６の項に該当する貨物を中

国にあるメーカーＢより購入し、パキスタンにあるメーカーＣに売却する予

定である。当該貨物は、メーカーＢよりメーカーＣに直接輸出される。メー

カーＣの用途は、家電の製造であるが、メーカーＣが「外国ユーザーリスト」

に掲載されている場合は、貿易会社Ａは、仲介貿易取引許可が必要である。 

Ｃ 横浜にある貿易会社Ａは、輸出令別表第１の５の項（１）に該当する貨物

（総価額５０万円）をシンガポールにあるメーカーＢより購入し、パキスタ

ンにあるメーカーＣに８０万円で売却する予定である。当該貨物は、メーカ

ーＢよりメーカーＣに直接輸出される。メーカーＣの用途は、大陸間弾道ミ

サイルの製造である。この場合、貿易会社Ａは、輸出令第４条第１項第四号

の少額特例が適用できるので、仲介貿易取引許可は不要である。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

【正解】１  正解率は約７３％ 

Ａは正しい。戦闘機用の部分品の仲介貿易取引については、船積地域や仕向地 

      がホワイト国であっても、外為法第２５条第４項、外為令第１７ 

      条第３項第一号に基づき、仲介貿易取引許可が必要である。 

Ｂは誤り。 外為令第１７条第３項第二号は、大量破壊兵器キャッチオール規 

      制の用途要件は問題となるが、需要者要件は規制されていないの 

      で、法的には、外為法第２５条第４項の仲介貿易取引許可は不要 

      である。なお、輸出管理実務的には、用途確認は必要である。 

Ｃは誤り。 外為法第２５条第４項の仲介貿易取引許可には、少額特例の適用 

      はない。輸出令第４条第１項第四号の少額特例は、外為法第４８ 

      条第１項の特例なので、外為法第２５条第４項に適用されること 

      はない。  
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＜問題１６＞ 

以下のＡからＣのうち、正しい説明の組合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 東京にある貿易会社ＡのＸ課長は、フランス在住の旧ソ連の科学者Ｂ氏か

ら戦車の製造技術α（外為令別表の１の項に該当）を売りたいとメールで相

談を受けた。Ｘ課長は、パキスタンにある軍関係の研究所Ｃに確認したとこ

ろ、是非、購入したいと連絡を受けたので、Ｂ氏から製造技術αを購入し、

研究所Ｃに売却する予定である。なお、製造技術αは、Ｂ氏から研究所Ｃに

直接提供される。この場合、貿易会社Ａは、外為法第２５条第１項に基づく

外国間等技術取引の許可が必要である。 

Ｂ 東京にある貿易会社Ａは、フランスにある大手書店Ｂから最近出版された 

暗号プログラムの専門書Ｘ（外為令別表の９の項に該当する技術を含む。）を 

購入し、ロシアにある企業Ｃに売却する予定である。専門書Ｘは、大手書店Ｂ 

から企業Ｃに直接郵送される。貿易会社Ａは、企業Ｃから、大陸間弾道ミサイ 

ルの通信を暗号化するために使用すると連絡を受けていたとしても、この場 

合、外為法第２５条第１項に基づく外国間等技術取引の許可は不要である。 

Ｃ 大阪にあるソフト開発会社Ａは、タイにある会社Ｂから、外為令別表の７

の項に該当する半導体のＣＡＤソフトＸを購入し、外国ユーザーリストに掲

載されている中国の大学Ｃ（懸念区分は、ミサイル）に売却する予定である。

なお、ＣＡＤソフトＸは、タイから中国に直接郵送されるが、ソフト開発会

社Ａが、大学Ｃに用途を確認したところ、「用途は言えない。」と連絡があっ

た。この場合、大量破壊兵器キャッチオール規制の需要者要件に該当するの

で、ソフト開発会社Ａは、外為法第２５条第１項に基づく外国間等技術取引

の許可が必要である。 

 

１．Ａ・Ｂ  ２．Ｂ・Ｃ  ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】１  正解率は約７３％ 

Ａは正しい。東京にある貿易会社ＡのＸ課長は、フランス在住の旧ソ連の科学 

      者Ｂ氏から戦車の製造技術α（外為令別表の１の項に該当）を購 

      入し、パキスタンにある軍関係の研究所Ｃに売却するというので 

      あるから、外為法第２５条第１項に基づく外国間等技術取引の許 

      可が必要である。 

Ｂは正しい。外国間等技術取引の根拠条文は、外為法第２５条第１項であるか 

      ら、貿易外省令第９条第２項第九号の適用がある。この場合、暗 

      号プログラムの専門書Ｘは、公知の技術にあたるので、外国間等 

      技術取引の許可は不要である。 

Ｃは誤り。 外国ユーザーリストは、大量破壊兵器キャッチオール規制の需要 

      者要件に関するものである。外国間等技術取引には、大量破壊兵 
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      器キャッチオール規制の需要者要件は、規制されていないので、 

      法的には用途が不明であっても、許可は不要である。 
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＜問題１７＞ 

以下のＡからＣのうち、許可の申請先が安全保障貿易審査課の組合せを１つ 

選びなさい。 

  
Ａ 仲介貿易取引許可申請 
Ｂ キャッチオール規制の輸出許可申請 
Ｃ 一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）取引許可申請 
 

 

１．Ａ・Ｂ 

２．Ｂ・Ｃ 
３．Ｃ・Ａ 

 
 

【正解】１  正解率は約８４％ 

Ａは正しい。仲介貿易運用通達２（１）で、「仲介貿易取引許可の申請に関する 

      事務は、貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課が行う。」 

      と規定されている。 

Ｂは正しい。キャッチオール規制通達４（１）で、「安全保障貿易審査課」と規 

      定されている。 

Ｃは誤り。 包括許可取扱要領Ⅰ８で、「一般包括許可の申請は、経済産業局（通 

      商事務所を含む。以下同じ）又は沖縄総合事務局の商品輸出担当 

      課に行わなければならない。なお、各経済産業局又は沖縄総合事 

      務局における一般包括許可の事務は、申請者の本店が次に掲げる 

      区域内にあるものについて行う。」と規定されている。 
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＜問題１８＞ 

以下のＡからＣのうち、違反した場合の罰金について、誤っている説明の組 

合せを１つ選びなさい。 

 

Ａ 輸出令別表第１の４の項に該当する貨物（価格８００万円）を無許可で仲

介貿易取引した場合の罰金は、４，０００万円以下である。 

Ｂ 外為令別表の６の項に該当するプログラム（価格１００万円）を無許可で、

提供した場合の罰金は、５００万円以下である。 

Ｃ 外為令別表の２の項に該当するプログラム（価格５００万円）を無許可で

外国間等技術取引をした場合の罰金は、１，０００万円以下である。 

 

 

１．Ａ・Ｂ  ２．Ｂ・Ｃ  ３．Ｃ・Ａ 

 

【正解】２  正解率は約７４％ 

Ａは正しい。輸出令別表第１の４の項に該当する貨物の無許可仲介貿易取引し 

      た場合の罰金は、当該貨物が輸出令第１３条の「核兵器等の開発 

      等に用いられるおそれが特に大きい貨物」にあたり、外為法第６ 

      ９条の６第２項第二号が適用される。この場合、当該違反行為の 

      目的物の価格の５倍が１，０００万円を超えるので、罰金は、４， 

      ０００万以下となる。 

Ｂは誤り。 外為令別表の６の項に該当するプログラム（価格１００万円）を 

      無許可で提供した場合の罰金は、当該プログラムが大量破壊兵器 

      関連の技術ではないので、外為法第６９条の６第１項第一号が適 

      用される。この場合、当該違反行為の目的物の価格の５倍が７０ 

      ０万円を超えないので、罰金は、７００万円以下となる。 

Ｃは誤り。 外為令別表の２の項に該当するプログラム（価格５００万円）を 

      無許可で外国間等技術取引をした場合の罰金は、当該プログラム 

      が外為令第２７条第２項の大量破壊兵器関連の技術にあたるので、 

      外為法第６９条の６第２項第一号が適用される。この場合、当該 

      違反行為の目的物の価格の５倍が１，０００万円を超えるので、 

      罰金は、２，５００万円以下となる。 
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外為法第６９条の６ 

第６９条の６  次の各号のいずれかに該当する者は、７年以下の懲役若しくは７０

０万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。ただし、当該違反行為の目

的物の価格の５倍が７００万円を超えるときは、罰金は、当該価格の５倍以

下とする。 

一  第２５条第１項又は第４項の規定による許可を受けないでこれらの項の規定に

  基づく命令の規定で定める取引をした者 

二  第４８条第１項の規定による許可を受けないで同項の規定に基づく命令の規定

  で定める貨物の輸出をした者 

２  次の各号のいずれかに該当する者は、１０年以下の懲役若しくは１０００万円

  以下の罰金に処し、又はこれを併科する。ただし、当該違反行為の目的物の価格

  の５倍が１０００万円を超えるときは、罰金は、当該価格の５倍以下とする。 

一  特定技術であつて、核兵器、軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこれら

  の散布のための装置若しくはこれらを運搬することができるロケット若しくは 

  無人航空機のうち政令で定めるもの（以下この項において「核兵器等」という。）

  の設計、製造若しくは使用に係る技術又は核兵器等の開発、製造、使用若しくは

  貯蔵（次号において「開発等」という。）のために用いられるおそれが特に大き

  いと認められる貨物の設計、製造若しくは使用に係る技術として政令で定める技

  術について、第２５条第１項の規定による許可を受けないで同項の規定に基づく

  命令の規定で定める取引をした者 

二  第４８条第１項の特定の種類の貨物であつて、核兵器等又はその開発等のため

  に用いられるおそれが特に大きいと認められる貨物として政令で定める貨物に 

  ついて、第２５条第４項の規定による許可を受けないで同項の規定に基づく命令

  の規定で定める取引をした者又は第４８条第１項の規定による許可を受けない 

  で同項の規定に基づく命令の規定で定める輸出をした者 

３  第１項第二号及び前項第二号（貨物の輸出に係る部分に限る。）の未遂罪は、罰

  する。 

輸出令第１３条 

（核兵器等の開発等に用いられるおそれが特に大きい貨物） 

第１３条  法第６９条の６第２項第二号 に規定する政令で定める貨物は、別

表第１の１の項（（５）、（６）及び（１０）から（１２）までを除く。）及

び同表の２から４までの項の中欄に掲げる貨物（核兵器等を除く。）とする。

 

 

 

  



STC Advanced（第 1 回）問題解説 
 

 Copyright © CISTEC. All rights reserved. 

外為令第２７条 

（核兵器等の開発等に用いられるおそれが特に大きい技術等） 

第２７条  法第６９条の６第２項第一号 に規定する政令で定めるロケット又

は無人航空機は、核兵器又は軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくはこ

れらの散布のための装置を運搬することができるロケット又は無人航空機

であつて、その射程又は航続距離が３００キロメートル以上のものとする。

２  法第６９条の６第２項第一号 に規定する政令で定める技術は、別表の１

から４までの項の中欄に掲げる技術（輸出貿易管理令 別表第１の１の項

（５）、（６）及び（１０）から（１２）までに掲げる貨物並びに核兵器等

の設計、製造又は使用に係る技術を除く。）とする。 
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＜問題１９＞ 

  以下のＡからＣのうち、下線部分が、誤っている説明は、いくつあるか答 

 えなさい。 

 

Ａ 東京にあるメーカーＡは、輸出許可申請に時間がかかると納期に間に合わ 

ないので、輸出令別表第１の２の項（１２）に該当する工作機械を輸出令別表 

第１の６の項（２）に該当する工作機械と偽って、個別の輸出許可を取得し、 

タイにあるメーカーＢに輸出した。この場合、メーカーＡは、外為法第７０条 

第１項第三十三号で処罰される。 

Ｂ 大阪にあるメーカーＡは、中国にあるメーカーＢから輸出令別表第１の２ 

の項（１２）に該当する工作機械１０台の注文を受けた。中国向けに個別の輸 

出許可申請をすると時間もかかり、提出書類も多いので、特別一般包括輸出・ 

役務（使用に係るプログラム）取引許可を使用して、一旦、韓国にある子会社 

Ｃに輸出し、韓国の子会社Ｃから中国のメーカーＢ向けに輸出することにした。 

この場合、メーカーＡは、外為法第７０条第１項第三十三号で処罰される。 

Ｃ 横浜にある貿易会社ＡのＸ営業課長は、会社の営業ノルマを達成するため、 

営業部長と相談し、輸出令別表第１の２の項に該当する測定装置を「非該当」 

と偽り、無許可で中国にあるメーカーＢに輸出した。この場合、貿易会社Ａは、 

外為法第７２条第１項に問われる。 

 

１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

【正解】２ 正解率は、約４０％ 

Ａは誤り。 異なる貨物の輸出許可を取得しても、本来の輸出貨物について必 

      要な輸出許可を得たものとならないので、輸出した場合、無許可 

      輸出となる。この場合、輸出令別表第１の２の項に該当する工作 

      機械を６の項に該当する工作機械と偽って、個別の輸出許可を取 

      得し、輸出した場合、無許可輸出にあたるので、外為法第６９条 

      の６第２項第二号で処罰される。 

Ｂは誤り。 異なる仕向地に向けた輸出についての輸出許可を取得しても、必 

      要な輸出許可を得たものとならないので、輸出した場合は、無許 

      可輸出となる。仕向地が中国で輸出令別表第１の２の項に該当す 

      る工作機械１０台を輸出する場合、個別の輸出許可申請をすると      

      時間等がかかるので、中国向けには適用できない特別一般包括輸 

      出・役務（使用に係るプログラム）取引許可を使用して、一旦、 

      韓国に輸出し、そこから中国に輸出しているので、メーカーＡは、 

      外為法第６９条の６第２項第二号で処罰される。 
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Ｃは正しい。貿易会社ＡのＸ営業課長は、会社の営業ノルマ（業務）を達成す 

      るため、輸出令別表第１の２の項に該当する測定装置を無許可で 

      中国にあるメーカーＢに輸出していることから、外為法第６９条 

      の６第２項第二号の違反行為にあたり、外為法第７２条第１項に 

      より、貿易会社Ａは、法人として処罰される。  

     

第７２条  法人（第２６条第１項第二号及び第四号、第２７条第１３項並びに

第５５条の５第２項に規定する団体に該当するものを含む。以下この項にお 

 いて同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

 その法人又は人の業務又は財産に関し、第６９条の６から前条まで（第７０ 

 条の２を除く。）の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又 

 は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

２  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ 

 の法人又は人の業務に関し、第７０条の２の違反行為をしたときは、その行  

 為者を罰するほか、その法人に対して３億円以下の罰金刑を、その人に対し 

 て同条の罰金刑を科する。 

３  第１項の規定により第６９条の６又は第６９条の７の違反行為につき法 

 人又は人に罰金刑を科する場合における時効の期間は、各本条の罪について 

 の時効の期間による。 

４  第２６条第１項第二号及び第四号、第２７条第１３項並びに第５５条の５ 

 第２項に規定する団体に該当するものを処罰する場合においては、その代表 

 者又は管理人がその訴訟行為につきその団体を代表するほか、法人を被告人 

 とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 
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＜問題２０＞ 

以下のＡからＣのうち、正しい説明は、いくつあるか答えなさい。 

 

Ａ 東京にある素材メーカーＸは、リスト規制に該当する製品を扱っていない

が、遵守基準省令第１条でいう「統括責任者」を選任する法的義務はない。 
Ｂ 大阪にある電機メーカーＸは、リスト規制に該当する製品を扱っているが、

遵守基準省令第１条でいう「統括責任者」及び「輸出等業務従事者」に対し、

輸出等の業務の適正な実施のために必要な知識及び技能を習得させるための

研修を行う法的義務がある。 
Ｃ 東京にあるプラスチックの専門商社Ａは、リスト規制に該当しないプラス

チックの輸出を行っている。全社員は、役員を含めて１００名であるが、そ

のうち、海外営業部門は、海外事務のスタッフを含めて、計６０人である。

この場合、専門商社Ａは、遵守基準省令によって、「最新の法及び法に基づく

命令の周知その他関係法令の規定を遵守するために必要な指導を行う」対象

の社員は、６０名で、法的義務がある。 

 
 
１．１個 

２．２個 

３．３個 

 

 

【正解】２ 正解率は、約６０％ 

Ａは正しい。素材メーカーＸは、リスト規制に該当する製品を扱っていないの 
      で、遵守基準省令第１条第二号イでいう「統括責任者」を選任す 
      る法的義務はない。 
Ｂは誤り。 遵守基準省令第１条第二号トでは、「統括責任者及び輸出等業務 
      従事者に対し、輸出等の業務の適正な実施のために必要な知識及 
      び技能を習得させるための研修を行うよう努めること。」と規定 
      されている。したがって、研修は、努力規定である。 

Ｃは正しい。遵守基準省令第１条第一号ロでは、「輸出等（法第５５条の１０第 

      １項 の輸出等をいう。次号において同じ。）の業務（該非確認の 

      業務を含む。次号において同じ。）に従事する者（該非確認責任者 

      を含む。次号において「輸出等業務従事者」という。）に対し、最 

      新の法及び法に基づく命令の周知その他関係法令の規定を遵守す 

      るために必要な指導を行うこと。」と規定しているので、法的義務 

      である。 
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＜問題２１＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

輸出令別表第１の２の項に該当するＮＣ工作機械と同時に提供される当該

貨物を使用するための汎用のＮＣプログラムＸ（外為令別表の２の項（２）に

該当）は、オブジェクトコードで提供されるのであれば、貿易外省令第９条第

２項第十四号ハの規定により、役務取引許可は不要である。 

 

【正解】２（誤） 正解率は、約６８％ 

  貿易外省令第９条第２項第十四号ハでは、「輸出令別表第１の中欄に掲げる 

 貨物（経済産業大臣が告示で定めるものを除く。）と同時に提供される当該貨 

 物を使用するために特別に設計されたプログラムであって、いかなる形でも 

 ソースコードが提供されないものを提供する取引」と規定されているので、 

 「汎用のＮＣプログラムＸ」は、適用することができない。 
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＜問題２２＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

東京のポンプメーカーＡは、過去に輸出許可を取得して、英国の化学メーカ

ーＢに輸出したポンプ１台（輸出令別表第１の３の項（２）に該当）が壊れた

ので、日本に送り返してもらった。到着後、東京のポンプメーカーＡは、修理

し、英国に返送する場合、修理費用と送料を合わせて、２０万円かかったが、

貨物自体を無償で輸出するのであれば、輸出許可は不要である。 

 

【正解】１（正）  正解率は、約８７％ 

  本問は、無償告示第一号１にあてはまる典型例であり、ポンプメーカーＡ 

 は、輸出許可は不要である。 
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＜問題２３＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

米国の輸出管理規則(EAR)は米国からの輸出を規制しているため、米国に所 

在するグループ会社は EAR を遵守する必要があるが、日本に所在する日本企

業は EAR を遵守する必要はない。 

 

【正解】２（誤）  正解率は、約９９％ 

  米国の輸出管理規則(EAR)は、米国からの輸出のみでなく、輸入国からの  

 再輸出も規制対象としているため、米国原産品等を取り扱っている企業はＥ 

 ＡＲを遵守する必要がある。 
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＜問題２４＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

輸出管理規則(EAR)に違反して取引権限が停止されている取引権限停止者 

(Denied Persons)向けに EAR 規制対象品目を輸出又は再輸出することは禁

止されているが、日本国内のおける EAR 規制対象品目の取引権限停止者との

取引は禁止されていない。 

 

【正解】２（誤）  正解率は、約９０％ 

   取引権限停止者(Denied Persons)との EAR 規制対象品目の国内取引も 

  禁止すると、EAR の§736.2(b)(4)及び Part 764 Supplement No.1 に規定さ 

  れている。 
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＜問題２５＞ 

  以下の問題文を読んで、正しい場合は、「１」を、誤っている場合は、「２」 

をマークしなさい。 

 

大学の博士課程における基礎研究の過程で得られた技術であって科学コミ 

ュニティで共有される技術は、輸出管理規則(EAR)の規制対象とならない。 

 

【正解】１（正）  正解率は、約８５％ 

 大学の博士課程における基礎研究の過程で得られた技術であって科学コ 

ミュニティで共有される技術は、輸出管理規則(EAR)の§734.3(b)、§734.8、 
9 により規制対象とならない。 

 

 

 


